
第７次行政改革大綱第１期実施計画　令和３年度取組結果

Ⅰ　強くしなやかな組織をつくる

計画 取組状況 計画 取組状況 計画 取組状況 令和３年度 令和４年度 令和５年度

目
標

90.0% 90.0% 90.0%

実
績

81.7%

目
標

100.0% 100.0% 100.0%

実
績

98.7%

目
標

3人 3人 3人

実
績

3人

目
標

90.0% 90.0% 90.0%

実
績

83.7%

目
標

100.0% 100.0% 100.0%

実
績

96.1%

目
標

100.0% 100.0% 100.0%

実
績

100.0%

目
標

90.0% 90.0% 90.0%

実
績

71.2%

目
標

－ 3件 4件

実
績

－

未達成項目の理由及び今後の対応策

　職員のニーズに合った研修を実施することが出
来なかったため、未達成となった。
　今後については、アンケート調査を実施する際に
選んだ理由を記載してもらい、職員のニーズを反
映できるよう研修内容の充実させる。

　90％の職員が理解している中、理解できなかっ
た職員は、自分の望んだ研修でなかったため、理
解できなかったと推測する。
　今後については、アンケート調査を実施する際に
選んだ理由を記載してもらい、職員のニーズを反
映できるよう研修内容の充実させる。

　人事評価制度の面談が不十分であり、職員間の
意識の共有が図られていないと思われる。
　今後については、アンケート調査を実施する際に
選んだ理由を記載してもらい、内容を検証し、人事
評価制度の充実を図る。

人事評価制度の周知が不十分であると推測され
る。
　今後については、アンケート調査を実施する際に
選んだ理由を記載してもらい、内容を検証し、人事
評価制度の充実を図る。

　職員のニーズに合った研修が実施されていない
と推測する。
　今後については、アンケート調査を実施する際に
選んだ理由を記載してもらい、内容を検証し、研修
計画の見直しを行う。

目標と実績
令和３年度 成果指標

Ⅰ-(1)-ア

分類 計画名 担当課 取組内容 令和４年度 令和５年度
計画と取組状況 計画と取組状況 計画と取組状況

Ⅰ-(1)-イ

Ⅰ-(1)-ウ

職員アンケート「職
務遂行能力が向
上していると感じて
いる」と回答した割
合

研修報告「講義内
容が理解できた」と
回答した割合

研修講師養成講
座への派遣職員
数

①見直しの検証
③研修講師養成講
座への職員派遣

①アンケート結果を
踏まえ、職員研修実
施計画見直し
③研修講師養成講
座への職員派遣

①職員ニーズを把握
するため、アンケート
を実施
②リモート研修受講
スペースの確保
③研修講師養成講
座への職員派遣

①庁内研修、派遣研修
の研修内容の充実と、研
修に参加しやすい環境整
備に取り組む。
②リモート研修の環境整
備に取り組む。
③庁内研修における職員
講師を育成する。

職員課職員の人材育成

①アンケート内容を確認した。
②リモートで研修ができるように会場
のレイアウトを変更した。
③研修講師養成講座への職員派遣
した。

職員のモラール
とモチベーション
の向上

研修機関への派
遣研修報告「講義
内容が理解でき
た」と回答した割合

職員アンケート「研
修が充実している」
と回答した割合

資格取得に対する
助成の件数

①研修機関への派
遣・見直しによる効
果の検証
②ニーズに合わせた
助成の実施

①研修機関への派
遣・ニーズを踏まえ
た、職員研修実施計
画の見直し
②ニーズに合わせた
助成の実施

①研修機関への派遣・研修内容等
のニーズを把握するため、職員アン
ケートを実施した。
②助成対象を検討し、予算化した。

①研修機関への派
遣・研修内容等の
ニーズを把握するた
め、職員アンケートを
実施
②助成に対するニー
ズの把握、助成対象
の検討・ニーズに合
わせた助成の実施

①技術職員の研修機関
への派遣、研修に対する
ニーズ調査を実施するな
ど、庁内研修、派遣研修
を充実する。
②資格取得のために必
要な費用に対し、一部助
成を行う。

職員課
技術職員の更な
る専門性向上

①Ｒ３年度検証を踏ま
えた、評価者となる幹
部職員研修の実施・研
修成果の検証
②職員アンケートの実
施・人事評価制度の庁
内検討委員会での検
討、必要な見直し
③Ｒ３年度検証を踏ま
えた、幹部職員研修の
実施・研修成果の検証

①課長職に人事評価者研修を実施
した。
②人事評価制度に関する職員アン
ケートを実施し、庁内検討委員会で
検討した。
③幹部職員を対象に研修を実施し
た。

①評価者となる幹部職
員研修の実施・研修成
果の検証
②職員アンケートの実
施・人事評価制度の庁
内検討委員会での検
討、必要な見直し
③幹部職員研修の実
施・研修成果の検証

①評価者となる幹部職員
の研修を実施する。
②人事評価制度の見直
しを行う。
③幹部職員を対象とした
研修を実施する。

職員課

職員アンケート「や
りがいを感じてい
る」と回答した割合

人事評価制度に関
するアンケート「評価
結果を部下（被評価
者）の育成に活用し
ている」と回答した割
合

①Ｒ４年度検証を踏ま
えた、評価者となる幹
部職員研修の実施・研
修成果の検証
②職員アンケートの実
施・人事評価制度の庁
内検討委員会での検
討、必要な見直し
③Ｒ４年度検証を踏ま
えた、幹部職員研修の
実施・研修成果の検証



Ⅰ　強くしなやかな組織をつくる

計画 取組状況 計画 取組状況 計画 取組状況 令和３年度 令和４年度 令和５年度

未達成項目の理由及び今後の対応策
目標と実績

令和３年度 成果指標分類 計画名 担当課 取組内容 令和４年度 令和５年度
計画と取組状況 計画と取組状況 計画と取組状況

目
標

90.0% 90.0% 90.0%

実
績

83.7%

目
標

70.0% 70.0% 70.0%

実
績

54.7%

目
標

1,390人 1,390人 1,390人

実
績

1,387人

目
標

1人 1人 1人

実
績

2人

目
標

94.0% 100.0% 100.0%

実
績

83.3%

目
標

100.0% 100.0% 100.0%

実
績

61.5%

目
標

見直し項目
等の検討

見直し方針
の策定・見
直し

見直し完了

実
績

見直し項目
等の検討

目
標

80.0% 80.0% 80.0%

実
績

76.3%

目
標

110 105 100

実
績

161

目
標

55.0% 56.0% 57.0%

実
績

55.0%

目
標

1,500 1,750 2,000

実
績

2,979

　検討・協議段階のため「やりがい」に結びついてい
ない。見直し実施時に職員へ周知することで「やり
がい」へ繋げる。
　また、指標としている「給与」と「やりがい」の関係
についても検討する。

　配属希望申告書や人事評価を参考に人事配置
を実施したが、十分に成果が得られなかった。
　今後については、アンケート調査を実施する際に
選んだ理由を記載してもらい、内容を検証し、人事
配置を検討する。

　技術職員の配置希望が、職員数を上回ったた
め、希望する職場に配置することができなかった。
　今後については、引き続き、技術職員の採用試
験を実施し、職員の確保に努める。

　再任用技術職員の配置要望が職員数を上回っ
たため、希望する職場に配置することができなかっ
た。
　今後については、配置要望を精査する。

　制度の周知が行き届いていないことから、取組内
容実施時にワーク・ライフバランスに関する周知を
行う。

　新型コロナウイルス感染症関連業務（ワクチン接
種の応援等）の増加により、目標の達成に至らな
かった。引き続きノー残業デーの徹底や、業務の
効率化、平準化に取り組むことにより、時間外勤務
時間の削減を目指す。

Ⅰ-(2)-イ

①．②見直し項目等
の検討

①．②見直し方針の
策定・方針に基づく
見直し

①あつぎスマート・ワーク
宣言の取組を推進する。
②時間外勤務の削減に
向けた取組を推進する。
③職員の年休取得、男
性職員の育休取得を促
進する。
④テレワークシステム導
入に向けた取組を推進す
る。

情報政策課
職員課

生産性の向上Ⅰ-(3)-ア

Ⅰ-(2)-ウ ①．②見直し完了①．②見直し項目等の検討を行った。

①ＢＣＰより実効性が高い
計画となるよう見直しを
行う。
②新たな感染症にも迅速
に対応することができるよ
う見直しを行う。

危機管理課
災害時における
円滑な業務執行

Ⅰ-(2)-ア
職員課
行政総務課

持続可能な組織
体制・執行体制
の構築

職員課
行政総務課

社会人の採用人
数

技術職員を必要と
する職場への技術
職員の人事配置
率

再任用技術職員
の配置要望に対す
る対応率

①社会人採用試験
に向けた採用資格等
の検討・採用試験の
実施
②技術職員の配置
調査を実施・結果を
踏まえた、適正配置
の検討、実施
③再任用技術職員
の配置要望調査の
実施・結果を踏まえ
た、適正配置の検
討、実施

①社会人採用試験
に向けた採用資格等
の検討・採用試験の
実施
②技術職員の配置
調査を実施・結果を
踏まえた、適正配置
の検討、実施
③再任用技術職員
の配置要望調査の
実施・結果を踏まえ
た、適正配置の検
討、実施

①社会人採用として、法務担当職
員の採用試験を実施した。
②全ての部課等長を対象に執行体
制ヒアリングを実施し、技術職員の配
置を必要とする職場の把握及び配
置に向けた調整を行った。
③配置要望調査を実施するととも
に、適正配置の検討し、実施した。

①社会人採用試験
に向けた採用資格等
の検討・採用試験の
実施
②技術職員の配置
調査を実施・結果を
踏まえた、適正配置
の検討、実施
③再任用技術職員
の配置要望調査の
実施・結果を踏まえ
た、適正配置の検
討、実施

①社会人を対象とした採
用試験を実施する。
②技術等の継承に向け
た職種に応じた人員配置
を行う。
③再任用技術職員の効
果的な人事配置を行う。

技術職員の確保

①給与制度研究、見
直しの検討・結果を踏
まえた取組
②組織、執行体制、
人員配置状況調査の
実施・調査を踏まえた
見直し、配置
③配属希望申告書の
提出・人事評価の実
施
・適正申告、人事評
価を踏まえた配置の
検討
④方針に基づく定員
管理の実施・定員管
理の取組の進捗状況
の点検

①給与制度の責任と処遇の一致を
図るため、５級職員の給与に係る見
直しについて、検討・協議を行った。
②全ての部課等長を対象に執行体
制ヒアリングを実施し、組織、執行体
制等の見直しを行った。
③配属希望申告書の提出・人事評
価の実施し、適正申告、人事評価を
踏まえた配置の検討した。
④方針に基づき、業務量の増減に
合わせ適切な定員管理に努めた。
また、１１項目の取組のうち、継続的
な検討が必要な１項目を除き、10項
目の取組を実施した。

①給与制度研究、見
直しの検討・結果を踏
まえた取組
②組織、執行体制、
人員配置状況調査の
実施・調査を踏まえた
見直し、配置
③配属希望申告書の
提出・人事評価の実
施
・適正申告、人事評
価を踏まえた配置の
検討
④方針に基づく定員
管理の実施・定員管
理の取組の進捗状況
の点検

①職責に応じた給料等の
見直しを行う。
②部長及び課長に対し
て、組織や執行体制、人
員配置に関する状況調査
を実施し、見直しを行う。
③配属希望申告や人事評
価を踏まえ、職員の経験
や資格等をいかすことがで
きる人事配置を行う。
④定員管理方針に基づい
た取組を推進する。

定員管理方針に
定めた定員

①給与制度研究、見
直しの検討・結果を踏
まえた取組
②組織、執行体制、
人員配置状況調査の
実施・調査を踏まえた
見直し、配置
③配属希望申告書の
提出・人事評価の実
施
・適正申告、人事評
価を踏まえた配置の
検討
④方針に基づく定員
管理の実施・定員管
理の取組の進捗状況
の点検

職員アンケート「や
りがいを感じてい
る」と回答した割合

職員アンケート「柔
軟な人材活用が
図られている」と回
答した割合

①前年度の取組結
果を踏まえたあつぎ
スマート・ワーク宣言
の検討・実施
②時間外勤務縮減
計画・管理表による
管理
③年休等取得宣言
シートによる取得促
進
④テレワークシステ
ムの運用・実施状況
に基づく拡充検討

①前年度の取組結
果を踏まえたあつぎ
スマート・ワーク宣言
の検討・実施
②時間外勤務縮減
計画・管理表による
管理
③年休等取得宣言
シートによる取得促
進
④テレワークシステ
ムの本格運用開始・
実施状況に基づく拡
充検討

①あつぎスマート・ワーク宣言の実施
②時間外勤務縮減計画・管理表に
よる管理
③年休等取得宣言シートによる取得
促進
④テレワーク実証実験実施要領を
策定の上、令和３年５月から全庁的
な実証実験の実施。本格実施に向
けたルール等の検討。

①前年度の取組結
果を踏まえたあつぎ
スマート・ワーク宣言
の検討・実施
②時間外勤務縮減
計画・管理表による
管理
③年休等取得宣言
シートによる取得促
進
④実証実験の実施・
本格実施に向けた
ルール等の検討

職員アンケート
「ワーク・ライフ・バ
ランスが向上して
いると感じている」
と回答する職員の
割合

職員１人当たりの
時間外勤務時間
数（選挙を除く。）

年休取得率

テレワークシステム
の延べ利用件数

業務継続計画（Ｂ
ＣＰ）見直しの進捗
状況



Ⅰ　強くしなやかな組織をつくる

計画 取組状況 計画 取組状況 計画 取組状況 令和３年度 令和４年度 令和５年度

未達成項目の理由及び今後の対応策
目標と実績

令和３年度 成果指標分類 計画名 担当課 取組内容 令和４年度 令和５年度
計画と取組状況 計画と取組状況 計画と取組状況

目
標

3
（4）

1
（5）

1
（6）

実
績

6
(9)

目
標

3
（4）

1
（5）

1
（6）

実
績

9
(9)

目
標

100.0% － －

実
績

100.0% － －

目
標

10
（25）

10
（35）

10
（45）

実
績

36

目
標

14
（28）

検討
（28）

検討
（28）

実
績

14

目
標

72,432件 72,432件 －

実
績

29,514件 －

目
標

80.0% 80.0% 80.0%

実
績

80.3%

目
標

検討 設計 運用テスト

実
績

検討

　一人でも多くの申請をいただけるよう、交付ブー
スの増設や人員の増強を図り、円滑な交付に注力
したが、目標数には至っていない。今後は、申請支
援事業などを実施することで、より申請しやすい環
境づくりに努める。

行政経営課
情報政策課
行政総務課
市民課

市民の利便性の
向上

Ⅰ-(3)-ウ

Ⅰ-(3)-エ

①R4年度検討業務
にRPA等を導入・R6
年度導入業務を検
討
②検討結果に基づく
取組

来庁者アンケート
「窓口対応の満足
度」

窓口支援システム
導入の進捗状況

①窓口支援システム
運用テスト
②窓口サービスの課
題の整理、市民ニー
ズの把握・最適化の
検討
③現庁舎における執
務環境の整備・新庁
舎における執務環境
の検討

①窓口支援システム
導入に向けた設計
②窓口サービスの課
題の整理、市民ニー
ズの把握・最適化の
検討
③現庁舎における執
務環境の整備・新庁
舎における執務環境
の検討

①厚木市総合窓口整備推進チーム
を組織し、新庁舎における総合窓口
の整備の一環としてシステム導入に
向け検討した。
③新庁舎において想定される執務
環境のシミュレーションを実施すると
ともに、現状の課題整理及び将来的
な導入可能性の検証を行うための
実証実験に着手した。

①窓口支援システム
導入に向けた検討
②窓口サービスの課
題の整理、市民ニー
ズの把握・最適化の
検討
③現庁舎における執
務環境の整備・新庁
舎における執務環境
の検討

①総合窓口の開設及び
運用を見据えて、窓口支
援システムを導入する。
②本庁舎、地区市民セン
ター、連絡所等における
窓口サービスの最適化の
検討を行う。
③新庁舎建設を見据え
た執務環境の整備及び
運用ルールの検討を行
う。

行政経営課
行政総務課
市民課

窓口サービスの
最適化

押印の見直し実施
率

電子申請システム
を活用する手続数
（累計）

無線ＬＡＮ（Wi-Fi）
整備個所数（累
計）

マイナンバーカード
申請件数
※年度内申請件数

①方針に基づく検証
（見直し）の実施
③電子申請システム
を活用する手続きの
充実・利用促進のた
めの周知・運用管理
④整備施設等の検
討
⑤有効活用の検討

①方針に基づく検証
（見直し）の実施
③電子申請システム
を活用する手続きの
充実・利用促進のた
めの周知・運用管理
④整備施設等の検
討
⑤有効活用の検討

①見直し方針の検討
②市民等に押印を求めている様式
のうち、見直しが可能であると判断さ
れるものについては押印の義務付け
を順次廃止した。
③各申請の担当部署へ電子申請シ
ステムの利用促進について周知し、
電子申請システムを活用する手続
きを拡充した。
④厚木北公民館を除く14公民館
（分館含む）に無線LAN（Wi-Fi）を増
設。８月31日より増設エリアのサービ
スを開始した。
⑤交付窓口の拡充を実施するととも
に、マイナンバーカード交付管理及び
交付予約管理システムの構築を行
い、効率的な交付ができるよう整備
した。

①業務プロセス検証
（見直し）方針の検
討・作成
②押印の見直し実
施・完了
③電子申請システム
を活用する手続きの
充実・利用促進のた
めの周知・運用管理
④14の公民館に無
線ＬＡＮ（Wi-Fi）を整
備
⑤交付窓口の拡大・
コールセンター、予
約システムの導入・
有効活用の検討

①業務プロセスの検証を
行い、必要な見直しを行
う。
②行政手続における押印
について、必要な見直し
を行う。
③電子申請システムの利
用を促進する。
④公共施設への公共無
線ＬＡＮ（Wi-Fi）の整備を
推進する。
⑤マイナンバーカードの取
得促進及び有効活用の
検討を行う。

Ⅰ-(3)-イ

ＡＩ-ＯＣＲ導入業
務数（累計）

行政経営課
情報政策課

業務効率化

①ＲＰＡ及びＡＩ-ＯＣＲを
導入する業務を拡大す
る。
②ＡＩを活用した会議録作
成ツールの導入に向けた
検討を行う。

①還付金納付請求
入力業務に　RPA、
AI-OCR・R4年度導
入業務の検討
②無料トライアルを
活用し、会議録作成
ツールの導入に向け
た実証実験を実施

①還付金納付請求入力業務に
RPA、AI-OCRを導入した。また、令
和４年度以降の導入業務拡大に向
け、検討を行った。
②ＡＩ会議録システムのトライアルを
実施し、機能面の確認や導入に向け
た課題を整理。令和4年1月に導入
し、全庁的な運用を開始。

①R3年度検討業務
にRPA等を導入・R5
年度導入業務の検
討
②実証実験を踏まえ
た導入の検討

ＲＰＡ導入業務数
（累計）
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計画 取組状況 計画 取組状況 計画 取組状況 令和３年度 令和４年度 令和５年度

目
標

前年度比
５％減

前年度比
５％減

前年度比
５％減

実
績

時間外の削
減効果はな
し

目
標

100.0% 100.0% 100.0%

実
績

93.2%

目
標

実施方針の
検討・策定

実施 実施

実
績

実施方法等
の検討

目
標

提出資料の
見直し

・政策検討
会実施手法
の検討
・ＥＢＰＭに
関する研修
開催

・政策検討
会実施手法
の検討
・ＥＢＰＭに
関する研修
開催

実
績

見直しを実
施した。

目
標

20人 20人 20人

実
績

82人

目
標

プラス プラス プラス

実
績

マイナス

目
標

13,644千円 14,000千円 14,000千円

実
績

13,727千円

目
標

計画策定 100.0% 100.0%

実
績

計画策定

未達成項目の理由及び今後の対応策

　新型コロナウイルスの影響により、当初予定して
いたＢＰＲによる業務執行の見直しを実施すること
ができなかったため、時間外勤務時間の削減には
直接影響がなかった。なお、行政手続のオンライ
ン化について業務執行の見直しを行った。

　改善項目の中には、複数年をかけて取り組む項
目もあるため、令和３年度では完了することができ
ていない。引き続き、評価結果に基づいた事業の
改善に取り組む。

　寄附受付金額は順調に推移したものの、本市に
おける寄附金税額控除が伸びたことによりマイナス
に転じた。
　今後については、新たなポータルサイトによる寄
附受付を準備するとともに、効果的なPR手法や魅
力的な返礼品についても検討を進める。

①あつぎ元気応援寄
附金の周知、返礼品
充実のための検討・
広告掲載事業の新た
な媒体の検討・提案、
事業者募集の周知
②検討結果を踏まえ
た取組
③都市再生整備計画
に基づく取組
④大型プロジェクトに
係る財政シミュレー
ションの実施

①あつぎ元気応援寄
附金の周知、返礼品
充実のための検討・
広告掲載事業の新た
な媒体の検討・提案、
事業者募集の周知
②検討結果を踏まえ
た取組
③都市再生整備計画
に基づく取組
④大型プロジェクトに
係る財政シミュレー
ションの実施

ふるさと納税寄附
金の収支

広告料収入（一般
会計＋病院事業
会計）
（現物納付を除く）

都市構造再編集
中支援事業費要
望額に対する内示
率

Ⅱ-(2)-ア 財源の確保
企画政策課
行政経営課
財政課

①自主財源の確保に向
け、ふるさと納税や広告掲
載事業に取り組む。
②ネーミングライツの導入
に向けた検討を行う。
③都市再生整備計画を策
定し、国の補助金（都市構
造再編集中支援事業費）
の有効活用を図る。
④大型プロジェクトに係る
財政シミュレーションを実
施する。

①あつぎ元気応援寄
附金の周知、返礼品
充実のための検討・
広告掲載事業の新た
な媒体の検討・提案、
事業者募集の周知
②新たなネーミングラ
イツ導入施設の検討
③国補助金（都市構
造再編集中支援事業
費）獲得に向けた都
市再生整備計画の策
定
④大型プロジェクトに
係る財政シミュレー
ションの実施

①あつぎ元気応援寄附金について、
ポータルサイトを通じて全国に周知
するほか、返礼品の充実に努めた。
②新たな広告媒体及びネーミングラ
イツ導入施設の検討を行った。
③策定済み。
④当初予算編成に合わせ、大型プロ
ジェクトに係る財政シミュレーションを
実施した。

分類 計画名 担当課 取組内容

①政策検討会の実
施手法の検討・ＥＢＰ
Ｍに関する研修の開
催
②統計の利活用に
関する研修の実施

①政策検討会の実
施手法の検討・ＥＢＰ
Ｍに関する研修の開
催
②統計の利活用に
関する研修の実施

ＥＢＰＭの考え方を
取り入れた政策立
案の進捗状況

統計の利活用に関
する職員研修の
参加者数

Ⅱ-(1)-ウ
予算編成におけ
る効果の明確化

企画政策課
行政経営課
財政課

①根拠やデータに基づく
政策立案の手法を政策
検討会に取り入れる。
②統計の利活用に関す
る職員研修を実施する。
③各課で保有する統計
データの集約と共有化を
図る。

①政策検討会におけ
る提出資料の見直し
②統計の利活用に
関する研修の実施
③各課で収集してい
る
統計データを集約・
共有化

①政策検討会を事業検討会に改
め、エントリーシートにおいて総合計
画のどの成果指標に寄与するか及
び、事業の成果を的確に図ることが
できる指標を設定するとともに、各指
標の達成にどのように寄与していく
か、効果を説明することとした。
②職員研修に、総務省統計研修所
のオンライン統計研修を取り入れ
た。
③グループウェア内に「統計データ
集」の項目を設定し、各課が保有す
る統計データを集約・共有化した。

Ⅱ-(1)-イ
評価結果を踏ま
えた事業の見直
し

企画政策課
行政経営課

①施策評価を実施し、評
価結果を踏まえた予算編
成を行う。
②事務事業評価を実施
し、評価結果に基づく事
業の見直しを行う。
③市民参加型外部評価
を実施し、評価結果に基
づく事業の見直しを行う。

①施策評価方法の
見直し・結果の予算
への反映方法につい
て庁内調整
②事務事業評価実
施方針の検討・策定
③市民参加型外部
評価制度の見直し・
R3年度市民参加型
外部評価の実施・結
果に基づく事業見直
し

①実施計画事業の基本施策への貢
献度を見える化し、施策評価を予算
編成へより一層活用することとした。
予算編成方針及び予算編成要領に
おいても、財政課と協議し施策評価
を踏まえて要求することとした。
②事務事業評価の実施に向けた検
討を行った。
③感染症の影響に鑑み、書面協議
により外部評価を実施した。

Ⅱ-(1)-ア 歳出の抑制
企画政策課
行政経営課
財政課

①「選択と集中」の観点
から事業の見直しを行
い、予算編成に反映させ
る。
②政策検討会の見直しを
行うなど、事業のスクラッ
プ・アンド・ビルドを推進す
る。
③ＢＰＲの手法を用いた
業務執行の見直しを行
う。

見直し実施対象課
における時間外勤
務時間の削減率

目標と実績
令和３年度 成果指標

①R4年度施策評価
の実施（評価対象：
R3年度）
②方針に基づき事務
事業評価を実施（R4
～R6年度）
③R4年度市民参加
型外部評価の実施・
結果に基づく事業見
直し

①R5年度施策評価
の実施（評価対象：
R4年度）
②方針に基づき事務
事業評価を実施（R4
～R6年度）
③R5年度市民参加
型外部評価の実施・
結果に基づく事業見
直し

市民参加型外部
評価結果の事業
への反映率

事務事業評価の
進捗状況

①予算編成ヒアリング
時、事業の見直し等に
対する検討経過聴取
の徹底
②政策検討会の実施
方法、提出様式の見
直し・政策検討会にお
ける協議
③子ども手当・医療費
助成業務

①予算編成方針に基づき、各課等
から検討経過等を聴取し、事業の実
績や社会情勢等を踏まえたゼロベー
スからの見直しを徹底した。
②関係課と連携の上、政策検討会
を事業検討会に改め、実施時期を
予算要求に合わせて行うとともに、
提出様式の見直しを行うことで、事
業の精度を高めた。
③新型コロナウイルスの影響により、
当初予定していた子ども手当・医療
費助成業務の業務執行の見直しは
見送られた。代わりに、行政手続き
オンライン化方針案の作成をベンチ
マーキングとして実施した。

①予算編成ヒアリン
グ時、事業の見直し
等に対する検討経過
聴取の徹底
②政策検討会におけ
る協議
③対象業務の検討

①予算編成ヒアリン
グ時、事業の見直し
等に対する検討経過
聴取の徹底
②政策検討会におけ
る協議
③対象業務の検討

令和４年度 令和５年度
計画と取組状況 計画と取組状況 計画と取組状況
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計画 取組状況 計画 取組状況 計画 取組状況 令和３年度 令和４年度 令和５年度

未達成項目の理由及び今後の対応策分類 計画名 担当課 取組内容
目標と実績

令和３年度 成果指標令和４年度 令和５年度
計画と取組状況 計画と取組状況 計画と取組状況

目
標

7件 9件 11件

実
績

2件

目
標

130,000千円 182,000千円 260,000千円

実
績

269,307千円

目
標

100.0% 100.0% 100.0%

実
績

別紙2

目
標

手数料納付
への導入

導入業務の
検討

導入業務の
検討

実
績

実施

目
標

45.5% 63.6% 100.0%

実
績

45.5%

目
標

10件 10件 10件

実
績

10件

目
標

検討 検討のまとめ
検討結果に
基づく取組

実
績

検討

目
標

見直し案の
検討

見直し方針
の作成

方針に基づ
く運用

実
績

見直しの実施

目
標

検討 検討 検討

実
績

検討

目
標

― ― 50.00%

実
績

― ―

　コロナ禍での業績の見通しの不透明さや、建築
資材の高騰等の複合的な要因により立地の計画
が進まないことが多く未達成となった。引き続き、
立地予定の企業の総合的な支援や本市支援制
度の更なる周知に努める。

　引き続きコールセンターを活用した早期納付勧
奨等により、市税滞納者の減少に努める。また、調
査結果を踏まえ、捜索、差押などの滞納処分を遅
滞なく行い、財源確保に努める。

有効活用検討の
進捗状況

①各債権の収納率
向上に向けた取組を
検討、実施
②窓口における手数
料納付へのキャッ
シュレス決済の導入

①コールセンターを活用した早期納
付勧奨等により、市税滞納者の減少
に努めた。調査結果を踏まえ、捜
索、差押などの滞納処分を遅滞なく
行い、財源確保に努めた。市税等の
キャッシュレス決済の拡充により、納
税環境の整備を行うことで更なる財
源確保に努めた。
②手数料等の支払いに対するキャッ
シュレス決済を導入した。

①各債権の収納率
向上に向けた取組を
検討、実施
②他の業務への導
入

①各債権の収納率
向上に向けた取組を
検討、実施
②他の業務への導
入

①運営面の見直し方
針の作成・有効活用
案の検討
②現庁舎跡地活用
の検討
③入札による貸付け
とする案件（施設）を
精査し、方向性を決
定

①方針に基づく運
用・有効活用案のま
とめ
②現庁舎跡地活用
の検討
③入札による貸付け
と決定した案件（施
設）について、順次、
目的外使用許可か
ら入札による貸付け
へ切替え

運営面の見直し検
討の進捗状況

入札による貸付け
と決定した案件
（施設）に対する切
替えた案件（施設）
の割合

①個別施設計画に
基づく取組
②実施計画に基づく
取組
③検討結果に基づく
取組

公共施設個別施
設計画に基づく第
１期短期再編プロ
グラムの進捗率

予防保全事業の
件数

公共施設包括管
理委託検討の進
捗状況

市税、国民健康保
険料、後期高齢者
医療保険料、介護
保険料、保育料、市
営住宅使用料、学
校給食費の現年分
収納率

Ⅱ-(3)-イ
市有財産の有効
活用

行政経営課
財産管理課
公共施設所
管課

①受益者負担の見直し
に合わせ、公共施設等の
開館時間などの運営面
の見直し及び開館時間
外や駐車場などの有効
活用に取り組む。
②新庁舎建設に伴う現
庁舎跡地活用の検討を
行う。
③行政財産の目的外使
用許可から入札による貸
付けへの切替えを検討す
る。
④市有財産の有効活用
方針の見直しを行う。

①運営面の課題の
整理、見直し案の検
討・有効活用の検討
②現庁舎跡地活用
の検討
③行政財産目的外
使用許可の現状の
把握・入札による貸
付けが可能と思われ
る案件（施設）の抽
出
④市有財産の有効
活用方針の見直し

①運営面の課題の整理を行うととも
に、利便性向上のため、使用料の
キャッシュレス化の検討を行った。
②庁内検討組織を立ち上げ、関連
部署との意見交換を行うとともに、活
用に向けたスケジュール整理を行っ
た。
③行政財産目的外使用許可の現状
把握を行い、貸付けへの移行を検討
している。
④市有財産の有効活用方針の見直
し（対象財産の見直し（整理））をして
いる。

①市内各地区との意見交換会や市
民参加手続を実施し、厚木市公共
施設最適化基本計画の改定及び厚
木市公共施設個別施設計画の策定
を行った。
②厚木市公共施設個別施設計画に
基づき長寿命化改修の実施時期に
ついて整理を行うなど、実施計画策
定の検討を行った。
③外部セミナーなどに参加し、包括
管理委託導入に向けた課題整理等
を行った。

①個別施設計画に
基づく取組
②実施計画の策定
③包括管理委託導
入に向けた検討のま
とめ

Ⅱ-(3)-ア
公共建築物の最
適化

行政経営課
公共施設所
管課

①公共施設最適化基本
計画・個別施設計画に基
づき、計画的な施設の更
新や複合化や集約化な
どの適正配置を推進す
る。
②公共建築物の長期維
持管理計画基本方針に
基づき、計画的な長寿命
化を図る。
③公共施設包括管理委
託について検討を行う。

①公共施設最適化
基本計画の改定、個
別施設計画の策定・
個別施設計画に基
づく取組
②基本方針に基づく
実施計画策定の検
討
③包括管理委託導
入に向けた検討

Ⅱ-(2)-ウ
債権の確実な収
納

行政経営課
財政課
債権所管課

①各債権において収納
率向上に向けた取組を推
進する。
②手数料等の支払いに
対するキャッシュレス決
済の導入を推進する。

①市外企業への企
業訪問を継続的に
実施・商工会議所や
金融機関との情報交
換
②生産性向上を図
ることを目的として導
入した設備投資に係
る経費の一部に対
し、補助金を交付

①市外企業への企
業訪問を継続的に
実施・商工会議所や
金融機関との情報交
換
②生産性向上を図
ることを目的として導
入した設備投資に係
る経費の一部に対
し、補助金を交付

企業立地件数
(他市からの立地と
市内企業の再投
資)

設備投資額

Ⅱ-(2)-イ
持続的な財政基
盤の構築

産業振興課

①市外企業への企業訪
問を実施するなど、企業
誘致を推進する。
②市内中小企業における
生産性の向上を図るため
の設備投資を支援する。

①市外企業への企
業訪問を継続的に
実施・商工会議所や
金融機関との情報交
換
②生産性向上を図
ることを目的として導
入した設備投資に係
る経費の一部に対
し、補助金を交付

①市外企業への企業訪問を51件実
施したほか、商工会議所や金融機
関との情報交換を行った。
②設備投資に係る経費の一部に対
する補助金を8件交付した。

キャッシュレス決
済導入の進捗状
況
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計画 取組状況 計画 取組状況 計画 取組状況 令和３年度 令和４年度 令和５年度

目
標

6件 6件 6件

実
績

5件

目
標

41.9% 42.9% 43.9%

実
績

46.4%

目
標

35.3% 36.3% 37.3%

実
績

38.5%

目
標

アクション
プラン策定

アクションプ
ランに基づく
取組

アクションプ
ランに基づく
取組

実
績

アクション
プラン見直し

目
標

建設工事
建設工事
開業準備

供用開始

実
績

建設工事

目
標

設計
解体工事

建設工事 供用開始

実
績

設計
解体工事

目
標

ＰＦＩ事業
実施方針公表

事業者選定
事業契約締結

設計
改修工事

実
績

ＰＦＩ事業
実施方針公表

目
標

見直し案作
成

使用料改定
に向けた手続
き

改定後の
使用料

実
績

見直し案作
成

計画と取組状況 計画と取組状況 計画と取組状況
未達成項目の理由及び今後の対応策

　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、２件の
事業を令和４年度に振り替えて実施することとし
た。今後、提案団体と協議を重ね、感染防止策を
徹底した上で事業が実施できるよう努める。

①自治会連絡協議
会の活動支援
②地域づくり推進事
業補助金の交付
③市民活動推進補
助金の交付
④市民活動拠点の
充実及び運営・市民
活動の担い手の人
材育成講座等の開
催・市民活動団体の
設立及び運営支援
のための講座の開催

アクションプラン策
定・取組の進捗状
況

①市民協働提案事業については、
事業を広報あつぎやホームページで
公開した。
②あつぎ市民ふれあい都市宣言に
ついては、啓発物品としてウェット
ティッシュを作成し、各地区市民セン
ターや本庁舎１階等の窓口に配架
すると共に、市ホームページやデジタ
ルサイネージ等に画像を掲載し、啓
発を行った。

市民アンケート「自
治会やボランティ
ア・ＮＰＯ等の活動
に参加している」と
回答した市民の割
合

ＰＦＩ事業（仮称）厚
木市学校給食セン
ター整備運営事業
の進捗状況

①アクションプランに
基づく取組
②ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導
入の優先的検討に
関する要綱の対象と
なる案件について庁
内組織での検討

①使用料改定に向け
た手続き
②減免規定見直し方
針の作成

①改定後の使用料
②検討結果に基づく
運用

使用料見直し検討
の進捗状況

①市民活動団体と市が
共通する地域課題を解
決するため、市民協働提
案事業を実施するととも
に、取組を周知することに
より、市民協働の推進を
図る。
②あつぎ市民ふれあい都
市宣言を普及・啓発する
ことにより、人と人との「ふ
れあい」や「つながり」を共
有する。

①市民協働提案事
業の実施・広報あつ
ぎ等での取組の周知
②各地区における啓
発活動の実施

Ⅲ-(2)-ア
地域コミュニティ
団体等の活動支
援

市民協働推
進課

①自治会や地域コミュニ
ティ活動の充実及び活性
化を図るために、必要な
支援や人材育成を行う。
②地域の特性をいかし、
活力ある地域づくりを目
指した諸事業を展開する
15 地区地域づくり推進
委員会を支援する。
③市民活動団体が行う
公益的な活動に対し、補
助金を交付することによ
り、市民活動団体の活動
を支援する。
④ボランティアセンターの
運営管理、活動拠点の
整備、市民活動補償制
度等を実施することによ
り、市民活動団体の活動
支援や担い手の育成等
に取り組む。

①自治会連絡協議
会の活動支援
②地域づくり推進事
業補助金の交付・市
内15 地区の地域づ
くり推進委員会を地
区市民自治推進組
織として認定・補助
金の見直し及び地域
づくり推進事業補助
金交付要綱の改正
③市民活動推進補
助金の交付
④市民活動拠点の
充実及び運営・市民
活動の担い手の人
材育成講座等の開
催・市民活動団体の
設立及び運営支援
のための講座の開催

ＰＦＩ事業 厚木市
ふれあいプラザ再
整備事業の進捗
状況

厚木市文化会館
改修事業の進捗
状況

①自治会連絡協議
会の活動支援
②地域づくり推進事
業補助金の交付
③市民活動推進補
助金の交付
④市民活動拠点の
充実及び運営・市民
活動の担い手の人
材育成講座等の開
催・市民活動団体の
設立及び運営支援
のための講座の開催

①自治会連絡協議会に対し、補助
金を交付した。また、コロナ禍におけ
る活動の一助となるよう冊子「コロナ
に負けない自治会活動と役員選出
事例」の更新を行った。
②15地区の地域づくり推進委員会に
対し、補助金を交付した。
③公益的な活動を行う市民活動団
体に対し、補助金を交付した。
・交付団体数 ７団体
④市民活動の拠点となるボランティ
アセンターを運営し、市民活動団体
の活動支援を行った。

①ガイドライン及びアクションプランの
見直しを行った。
②PFI事業者と締結した特定事業契
約に基づき、学校給食センター及び
ふれあいプラザの建設工事等を実
施した。また文化会館改修事業につ
いて、市のPFI事業として実施・決定
する「特定事業の選定」を行った。

Ⅲ-(3)-ア
負担の公平性の
確保

行政経営課
施設使用料
関係課

①受益者負担見直しに関
する基本方針に基づき、
受益者負担の見直しを行
う。
②受益者負担の観点によ
る施設使用料の減免制度
の見直しを行う。

①基本方針の見直
し、方針に基づく使用
料見直しの検討・見
直し方針の作成
②施設使用料減免の
現状把握・減免規定
見直しの検討

①見直し方針を策定し、受益者負担
の見直しを行った。
②使用料の見直しとともに、減免規
程の見直しを行った。

Ⅲ-(2)-イ 民間活力の活用 行政経営課

①委託化等導入に関す
るガイドラインに基づくアク
ションプランを策定し、ア
クションプランに基づいた
取組を進める。
②ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入の
優先的検討に関する要
綱に基づき、ＰＰＰ/ＰＦＩ手
法を用い
た公共施設の整備等、優
先的検討を行う。

①委託化等導入に
関するガイドラインの
見直し・アクションプ
ランの検討、策定
②ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導
入の優先的検討に
関する要綱の対象と
なる案件について庁
内組織での検討

①アクションプランに
基づく取組
②ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導
入の優先的検討に
関する要綱の対象と
なる案件について庁
内組織での検討

分類 計画名 担当課 取組内容

市民協働提案事
業の実施件数

市民アンケート「自
治会やボランティア
等との協働により、
よりよいまちづくりが
進んでいると思う」と
回答した市民の割
合

目標と実績
令和３年度 成果指標

①市民協働提案事
業の実施・広報あつ
ぎ等での取組の周知
②各地区における啓
発活動の実施

①市民協働提案事
業の実施・広報あつ
ぎ等での取組の周知
②各地区における啓
発活動の実施

令和４年度 令和５年度

Ⅲ-(1)-ア
市民協働による
まちづくりの推進

市民協働推
進課
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計画 取組状況 計画 取組状況 計画 取組状況 令和３年度 令和４年度 令和５年度

計画と取組状況 計画と取組状況 計画と取組状況
未達成項目の理由及び今後の対応策分類 計画名 担当課 取組内容

目標と実績
令和３年度 成果指標令和４年度 令和５年度

目
標

見直し方針
案の検討

見直し方針
の作成

令和６年度
予算に反映

実
績

検討

目
標

基準、調書
の見直し

見直し後の
課題の整
理、反映

-

実
績

検討

①R6年度予算に反
映

補助金、助成金見
直しの進捗状況

補助金の交付に関
する基準等見直し
の
進捗状況

Ⅲ-(3)-イ 補助金等の見直し
行政経営課
財政課

①補助金、助成金につい
て、必要性や効果の検証
を行い、課題を整理した
うえで必要な見直しを行
う。
②「補助金の交付に関す
る基準」、「補助金及び交
付金に関する調書」の見
直しを行う。

①補助金、助成金の
必要性・効果の検
証、課題の整理・見
直し方針案の検討
②「補助金の交付に
関する基準」「補助
金及び交付金に関
する調書」の見直し・
見直し後の基準、調
書による予算編成

①見直し方針の作成
②見直し後の基準、
調書に関する課題の
整理、反映

①指定管理者への補助金の必要
性、補助対象経費等の見直しを検
討した。引き続き、検討を継続する。
②補助金、助成金の見直し内容を
整理した上で、基準や調書等の見直
しを実施する。



Ⅱ-(2)-ウ債権の確実な収納

令和３年度 令和２年度 比較 令和３年度 令和２年度 比較 令和３年度 令和２年度 比較

1 市税 99.55% 99.41% 0.14% 62.61% 56.25% 6.36% 44,195,557,937円 48,785,571,061円 -4,590,013,124円

2 国民健康保険料 94.42% 94.05% 0.37% 37.20% 35.15% 2.05% 4,927,748,182円 4,960,347,243円 -32,599,061円

3 後期高齢者医療保険料 99.65% 99.63% 0.02% 45.85% 38.32% 7.53% 2,604,994,098円 2,539,013,852円 65,980,246円

4 介護保険料 99.62% 99.51% 0.11% 34.82% 36.25% -1.43% 3,892,403,031円 3,827,217,398円 65,185,633円

5 保育料 99.30% 99.00% 0.30% 20.20% 25.00% -4.80% 321,041,726円 299,683,995円 21,357,731円

6 市営住宅使用料 98.77% 97.67% 1.10% 11.15% 4.60% 6.55% 156,848,961円 155,565,625円 1,283,336円

7 学校給食費 98.49% 98.36% 0.13% 22.34% 18.37% 3.97% 674,634,446円 586,177,660円 88,456,786円

現年分収納率平均 98.54%

現年分収納率（％） 収納額（現年分＋過年度分）
№ 項目

過年度分収納率（％）


